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Ⅰ 高齢者体力つくり支援士の審査・認定（公益目的事業１） 

 

１．高齢者体力つくり支援士の審査と認定事業 

 平成２４年度の高齢者体力つくり支援士マスター・ドクター資格検定講

習会の内容は以下のとおり。 

コース 開催期間 開催場所 受講者数 

マスター 
H24/9/29～10/3 

横浜市スポーツ医科学セン

ター等 

３０名 

H25/2/2～2/6 ３０名 

ドクター H24/11/10～11/14 １１名 

 

また、平成２３年度から導入の地方自治体と共同で発行する地域版高齢

者向け運動指導ライセンス「コミュニティライセンス」も公益目的事業の

ひとつとして捉え実施しました。なお、平成２４年度のコミュニティライ

センス取得者数は３６２名。 

 

 

２．その他付随する事業について 

（１）講習会・セミナー事業 

 有資格者の技能向上を図る目的で、高齢者への支援のあり方、運動実

践方法、プログラム作成方法等のセミナーを開催しました。また、他団

体等が主催する高齢者の健康・体力づくりに関わる各種講習会を本事業

の講習会に認定し、資格取得者がより多くの講習会に参加することがで

きる活動を並行して行いました。内容は以下のとおり。 

①セミナー 

名称 開催回数 受講者数 

健康支援セミナー ３回 ２１８名 

〔内訳〕 

名称 回数 開催日 開催場所 受講者数 

健康支援 

セミナー 

第 22回① H24.7.14 新宿コズミックスポーツ

センター（東京都新宿区） 

３９ 

      ② H24.7.15 ３１ 

第 23回 H24.9. 1 
大阪市立城北市民学習セ

ンター（大阪府大阪市） 
４３ 

第 24回① H25.3. 9 横浜市スポーツ医科学セ

ンター（神奈川県横浜市） 

６２ 

       ② H25.3.10 ４３ 

合計 ２１８名 
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②他団体主催講習会協賛・後援 

主催団体 開催回数 

７団体 １０５回 

〔内訳〕 

主催団体 開催回数 

１ MIZUNO アクアフィットネス事務局  ２９  

２ NPO 法人 1億人元気運動協会  ２５  

３ 一般社団法人日本フィットネス産業協会  １７  

４ 財団法人大阪市スポーツみどり振興協会  １２  

５ NPO 法人 NSCAジャパン  １１  

６ 公益財団法人神戸市スポーツ教育協会   ６  

７ トータルフィット（株）   ５  

合 計 １０５ 回 

 

（２）会報等の発行事業 

 法人並びに高齢者体力つくり支援士の活動と現況報告等を知らしめる

ために会報を制作し、高齢者体力つくり支援士資格者や各種団体等に配

布のうえ、高齢者の健康・体力づくりに関わる情報を提供しました。年

間発行部数の詳細は以下のとおり。 
名称 発行時期 発行部数 

支援士だより 

６月１日 ６００ 部 

９月１日 ５００ 部 

１２月１日 ５００ 部 

３月１日 ６００ 部 

合計発行部数 ２，２００ 部 
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Ⅱ 健康・体力つくりの活動拠点等の提供と支援（公益目的事業２） 

 

１．健康増進施設運営事業 

 国民の健康・体力づくり活動を支援することを目的に、健康・体力づくり

活動拠点として運営しました。 

 （１）運営施設 

事業所：施設名称 
場所 

設立年月日 

十日町事業所： 

 十日町体力づくり支援センター 

新潟県十日町市 

昭和６０年 ９月 

塩尻事業所： 

 ヘルスパ塩尻 

長野県塩尻市 

昭和６３年１０月 

備前事業所： 

 ヘルスパひなせ 

岡山県備前市 

平成 ３年 ８月 

君津事業所： 

 君津メディカルスポーツセンター 

千葉県君津市 

平成 ５年 ２月 

滑川事業所： 

 滑川室内温水プール 

富山県滑川市 

平成 ６年 ７月 

 

 （２）提供方法 

 不特定多数の国民を対象とした健康・体力・休養等の自主的活動を 

支援するために、健康・体力づくりの活動拠点を提供しました。 

施設と提供時間等は以下のとおり。 

事業所 提供施設 延べ時間/週 定例休館日 

十日町 室内温水プール、トレーニング施設 ８９  水曜日 

塩尻 室内温水プール、風呂施設 １０８  水曜日 

備前 室内温水プール ４５  日・月曜日 

君津 室内温水プール、風呂サウナ、砂風呂 ５２  月曜日 

滑川 室内温水プール ４２  水曜日 

  

  （３）利用料金 

 国民が健康・体力づくり活動をより容易に、そして経済的負担をか 

けずに利用できるよう、公益財団法人として適正な施設利用料金に設 

定し、広く国民に健康・体力づくりの活動拠点を提供しました。 

主な利用料金は以下のとおり。 

施設 １回料金（税込） 

室内温水プール 無料～６８０円 

トレーニング施設 ４２０円 
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風呂施設 ３７０円～８６０円（砂風呂：１５００円） 

〔内訳〕 

事業所名〈施設名称〉 区分 対象 利用料（回） 

十日町事業所 

〈十日町体力づくり支

援センター〉 

室内温水プール 2歳以下 無料 

3歳～小学生 200円 

中高生 300円 

18歳以上 400円 

トレーニング施設 18歳以上 420円 

塩尻事業所 

〈ヘルスパ塩尻〉 

室内温水プール 3歳～小学生 450円 

中学生以上 680円 

風呂施設 3歳～小学生 540円 

中学生以上 860円 

備前事業所 

〈ヘルスパひなせ〉 

室内温水プール 3歳～小学生 280円 

中学生以上 580円 

65歳以上 380円 

君津事業所 

〈君津メディカルスポ

ーツセンター〉 

室内温水プール 2歳以下 無料 

3歳～年長 100円 

小中学生 270円 

高校生 380円 

大人 490円 

風呂 3歳～中学生 370円 

高校生以上 550円 

砂風呂 高校生以上 1,500円 

滑川事業所 

〈滑川室内温水プール〉 

室内温水プール 3歳以下 無料 

4歳～中学生 120円 

高校生 240円 

大人 360円 

 

 （４）施設貸出 

 行政並びに各種公共団体の要望により、健康・体力づくりの活動拠 

点の貸し出しを以下のとおり行いました。 

施設 貸出回数 主な貸出先 

室内温水プール ５７回 
市立小学校、幼稚園、体育協会等 

 

〔内訳〕 
貸出先 回数 主な貸出先 

自治体、公共団体ならびにこれに類する団体 ３４ 
幼稚園・小学校・高等学校

等 

学校法人、社会福祉協議会ならびにこれに類す

る団体 
２３ 

医療福祉専門学校 
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自治会、子供会ならびにこれに類する団体 ０ 
 

ﾗｲｵﾝｽﾞｸﾗﾌﾞ、ﾛｰﾀﾘｰｸﾗﾌﾞ、商工会議所ならびに

これに類する団体 
０ 

 

その他、法人が認めた団体 ０ 
 

 計 ５７  

 

 （５）運営健康増進施設での支援事業 

運営健康増進施設において、国民が健康・体力づくり活動をより積

極的にかつ効果的に実践できるよう、全施設に運動指導員を配置し、

施設を利用する国民に対し、健康・体力づくりを目的とした運動方法

のアドバイス、健康管理のアドバイス、食生活のアドバイス等がいつ

でも実施できる体制を整えました。室内温水プールには、監視業務は

もとより、水中運動や水を媒体とした健康・体力づくり活動に精通し

た指導員が常駐、トレーニング・多目的施設には、健康・体力づくり

に関する運動理論、トレーニング理論等に精通した指導員が常駐し、

アドバイス等を実施できる体制を整えました。また、国民の健康を適

切に管理するために、利用区域全域にわたって、安全な利用を促す掲

示物（運動によるリスク回避の方法、トレーニング方法など）を制作

のうえ掲示しました。また、公共交通機関の整備が整っていない地域

あるいは健康弱者に対し、施設の利用ができるよう送迎車両を配車し

ました。 

内容は以下のとおり。 

①施設運営について（５施設） 
 運営日数 延べ １，１３７ 日 

 施設開放日数 延べ １，１３７ 日 

  うち日曜祝日営業 延べ ２６５ 日 

  うち無料開放日数 延べ １６ 日 

 送迎車両延べ運行回数 週 ４４ 回 

 

②施設利用者数（５施設） 

施設 利用者数（人） 

プール ７６，３７１  

トレーニングルーム ６４２  

風呂 ９８，６０４  

その他の施設 ４，４３８  

合 計 １８０，０５５  
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   ③補助金等の交付について： 

内  容 

交付者 新潟県十日町市、千葉県君津市、富山県滑川市 

目 的 

小中学生及び保育所児童の健康増進、体力増強を目的に

施設を使用のうえ、法人指導員による運動指導を受けた

こと等による管理運営助成金ならびに運営補助金 

補助金等合計 ３３，８４０，０００円 

 

 

２．受託事業 

 （１）指定管理者事業 

地方自治体が設置する健康増進施設において、地方自治体との管理

運営受託契約により管理運営を行いました。当該施設では、法人が運

営している施設同様、運動施設に国民が健康・体力づくり活動をより

積極的にかつ効果的に実践できるよう、全施設に運動指導員を配置、

常駐のうえ、施設を利用する国民に対し、健康・体力づくりを目的と

した運動方法のアドバイス、健康管理や食生活等のアドバイスがいつ

でも実施可能な体制を整えました。なお、運営については、地方自治

体の条例ならびに指定管理契約により行いました。 

 

 （２）指定管理施設 

   ①施設の名称（４施設） 

施設名称 
受託元 

契約期間 

塩尻トレーニングプラザ 
長野県塩尻市 

平成２４年～５年間 

ヘルスパ日生健康つくり施設 
岡山県備前市 

平成２４年～３年間 

君津勤労者総合福祉センター 
千葉県君津市 

平成２３年～２年間 

袖ケ浦健康づくり支援センター（ガウランド） 
千葉県袖ケ浦市 

平成２２年～５年間 

※上表のヘルスパ日生健康つくり施設（岡山県備前市）について： 

移行認定申請【別紙２：法人の事業について】２－（１）－事業番号公２－２（２）

において、当該施設の契約期間を平成２２年～５年間と記載したが、誤りです。契

約期間は、上記のとおり。 

 

②施設の運営（４施設） 
 運営日数 延べ ９５２ 日 
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 施設開放日数 延べ ９５２ 日 

  うち日曜祝日営業 延べ ２１８ 日 

 

   ③施設利用者数（４施設） 

施設 利用者数（人） 

プール ７７，３３２  

ジム・体育館トレーニング １３９，４３６  

風呂 ９０，３８４  

その他 ２６，１３４  

合 計 ３３３，２８６  

 

 （３）その他受託事業 

 地方行政・各種教育機関（幼稚園・小中学校等）・公共団体・企業

等の要請により、健康・体力づくりに関わる事業を受託し、広く国民

の健康・体力づくり活動を支援しました。受託事業の内容は以下のと

おり。 

区分 主な受託先 受講対象 受講者数（人） 

介護予防事業 自治体、公民館 高齢者・指導者 ３６，０７３ 

公共団体 教職員組合等 組合員、登録者 ４１８ 

団体指導 幼稚園、育成会 園児・児童 ３，８６３ 

講師派遣 公民館、民間団体 登録者 ７１６ 

 延べ受講者数 ４１，０７０ 

  〔内訳〕 

 内容 受託先 回数 
延べ受

講者数 

十
日
町 

介護予防受託事業 十日町市 11地区 72 722 

介護予防自主事業 市内 7地区、老人クラブ等 70 994 

公共 小体連水泳指導 2 40 

団体指導 市内小学校、幼稚園他 64 1,095 

その他受託 元町７丁目婦人部、JA ﾖｶﾞ等 6 123 

計 214 2,974 

塩
尻 

介護予防受託事業 塩尻市 10地区 121 2,336 

東筑摩郡朝日村 5地区 15 143 

韮崎市 12地区 72 1,001 

介護予防自主事業 市内 10地区、ロマン大学 61 988 

講師派遣 障がい者運動教室、朝日村等 28 398 

計 297 4,866 
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備
前 

介護予防受託事業 備前市 12 156 

介護予防自主事業 いこいの場同好会、たまり場等 48 1,171 

団体指導 備前市立神根小学校 2 30 

計 62 1,357 

君 

津 

介護予防受託事業 君津市健康増進事業 93 1,447 

君津市健康増進モデル事業 606 7,360 

介護予防自主事業 君津市上総公民館等 4 130 

公共 千葉県教職員組合等 2 108 

団体指導 君津市手をつなぐ会等 18 305 

計 723 9,350 

滑
川 

公共 地域総合型スポーツクラブ等 26 270 

団体指導 市内幼稚園、保育園 78 2,433 

計 104 2,703 

東
京 

介護予防受託事業 

（うんどう教室） 

東京都品川区 3地区 57 951 

   大田区 4地区 58 1,419 

   葛飾区 1地区 24 516 

   狛江市 3地区 44 391 

   多摩市 1地区 20 263 

埼玉県さいたま市 11地区 108 1,256 

   鴻巣市 4地区 48 494 

神奈川県藤沢市 1地区 11 122 

千葉県君津市 2地区 16 177 

福島県会津美里町 1地区 48 529 

富山県滑川市 1地区 24 409 

社会福祉法人春光福祉会 8 92 

都市公園久宝寺緑地指定管理共同体 12 138 

介護予防自主事業 自治体、公民館等 10 214 

講師派遣 朝霞市介護予防講演会等 4 195 

計 492 7,166 

介護予防受託事業 君津市健康増進モデル事業 199 8,611 

君津市健康増進自主事業 100 1,473 

君津市健康増進サポート事業 30 407 

袖ケ浦市二次予防事業 47 2,163 

計 376 12,654 

延べ受講者数合計 41,070 
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３．体力測定の実践と検証事業 

 （１）体力測定の実践 

 全年齢層を対象に、統計学的に最も有効との見地から、文部科学省

がすすめる「新体力テスト」の要領に則り、体力測定事業を行いまし

た。これにより、被測定者の日本国民としての指標（段階評価）を調

査、分析しました。また、高年齢層については、「新体力テスト」要領

のみならず、筑波大学田中喜代次教授が研究をすすめている高齢者の

体力に特化した測定方法と評価を用い、高齢者に必要な生活レベルを

維持・増進するために必要なデータを取得し、食事、排せつ、着脱衣、

入浴、移動、寝起きなど日常の生活を送るために必要な基本動作総て

について、身体活動能力や障害の程度をはかるための指標であるＡＤ

Ｌ（Activities of Daily  Living）の調査も併せて行いました。 

  

 （２）開催頻度 

 法人が運営する施設において、年間を通して体力測定を地域住民に

対し実施しました。 

    

 （３）結果の公表 

 体力測定事業の実施においては、広く国民に対し、体力の維持・増

進の必要性を啓発することを目的に、測定終了後、被測定者に対し、

結果を測定票に記述し返却しました。また、個人情報の取り扱いを考

慮のうえ、統計値を法人のホームページならびに健康情報誌等をとお

して公開しました。 

 なお、筑波大学の測定方法の場合は、筑波大学が取得した６０歳以

上の体力測定結果数値を基準とした５段階評価「活力年齢」プログラ

ムおよび体力年齢を被測定者に告知しました。 

 

 （４）体力測定の検証 

 体力測定事業をとおして得た数値について、年代別・性別別に集計

し、国民の傾向を調査するとともに、国民の健康増進と体力増強を図

る必要性が高い項目に対し、運動処方等の研究・開発を行い、直接的

な運動指導や、広報による情報提供等により啓発活動を行いました。 

 

 （５）体力相談 

 被測定者に対し、数値による結果返却と同時に、体力の維持・増進

のために必要な運動処方ならびに生活習慣のあり方などの体力相談を

個別に実施しました。 

 

体力測定の実践については以下のとおり。 

内容 対象者数（人） 

測定の実践 ４，７７４ 
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〔内訳〕 

 ６歳～１２歳 ～６４歳 ６５歳以上（※） 

開催回数 回 ６ ３４ １ 

被測定者数 人 ３，１１５ １，１４９ ５１０ 

測定項目 〔文部科学省「新体力テスト」要綱〕 

６歳～６４歳： 

 ・握力〈筋力（最大筋力）〉 

 ・長座体前屈〈柔軟性〉 

 ・上体起こし〈筋力・筋持久力〉 

 ・立ち幅跳び〈瞬発力〉 

 ・反復横跳び〈敏捷性〉 

 ・２０ｍシャトルラン〈全身持久力〉 

６５歳以上： 

 ・握力〈筋力（最大筋力）〉 

 ・長座体前屈〈柔軟性〉 

 ・上体起こし〈筋力・筋持久力〉 

 ・６分間歩行〈脚力・心肺持久力〉 

 ・１０ｍ障害物歩行〈歩行能力〉 

 ・開眼片足立ち〈平衡性〉 

測定結果 主な測定結果は添付（１）～（３）のとおり 

 

 

４．啓発・広報事業 

 （１）内容について 

    以下の内容により行いました。 

  （ア）事業案内書の整備と発行 

  （イ）ホームページの管理 

  （ウ）高齢者体力つくり支援士の審査・認定事業の広報を目的としたホー 

     ムページの管理および案内書の発行 

  （エ）健康啓発ポスターの発行 

  （オ）健康づくり情報誌「健志通信」の発行 

  （カ）地域健康づくり情報誌の発行 

  （キ）健康産業団体・企業発行の健康関連冊子への健康・体力つくり情報 

     の記事提供 

  （ク）健康・体力つくりに関する体力測定の実践と検証を目的としたポス 

     ター・パンフレットの発行 

  （ケ）健康・体力つくり活動拠点の提供と支援を目的としたポスター・パ 

     ンフレットの発行 

  （コ）健康・体力つくりの実践プログラム等の冊子の発行 

  （サ）その他、法人の事業活動に関する案内書、冊子等の発行 
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 （２）発行時期・部数・媒体 

 事業案内書の整備やホームページ等の管理以外に、以下の方法によ

り行いました。 

内容 時期 部数(枚) 媒体 

健康啓発ポスターの発行※１ 毎月 5,400 掲示板 

健康づくり情報誌「健志通信」の

発行 

4,7,10,1

月 
278,510 

行政広報紙折

込等 

健康づくり情報誌 

「Health&Fitness」の発行 
5～3月 44,300 

公民館等 

地域健康づくり情報誌の発行 4～2月 107,290 
行政広報紙折

込等 

健康産業団体・企業発行の健康関

連冊子への健康・体力つくり情報

の記事提供 

6,9,1,3月 320,000 記事提供 

健康・体力つくりに関する体力測

定の実践と検証を目的としたポ

スター・パンフレットの発行 

4～3月 9,254 
掲示物・パン

フレット 

健康・体力つくり活動拠点の提供

と支援 
4～3月 958,209 

新聞折込、自

治会回覧等 

健康・体力つくりの実践プログラ

ム等の冊子の発行 
2月 1,000冊 配布 

その他、法人の事業活動 9 163 配布 

 ※１ 

月 テーマ 月 テーマ 

４ 朝食（職員） １０ インフルエンザ予防 

５ 禁煙 １１ 歯 

６ 食中毒予防 １２ バランスの良い食事 

７ 熱中症予防 １ 睡眠 

８ 水分補給 ２ リラクゼーション 

９ 健康増進普及月間 ３ 肥満（ＢＭＩ） 

年間発行部数 ５，４００部 

 

 

５．講習会実施事業 

 （１）種類 

     健康・体力づくりに関わる以下の講習会を行いました。 
種類 内 容 

体力つくり 

健康増進施設で健康・体力つくり活動を実践できる場を提

供するための事業。また継続して健康・体力つくり活動を

実践している人々を支援する活動 

食（栄養） 健康的な生活習慣を獲得するために必要不可欠な食（栄
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養）に関する知識の普及啓発についてセミナーや実際の料

理講座等を通じて支援する活動 

休 養 

生活・仕事・育児等から派生する様々なストレス等から解

放するための事業活動。また、将来において生活の活力と

生きがい作りを支援する活動 

その他 
国民の生活に関連した内容の講習会等をとおして、豊かな

人生の涵養を支援する活動 

 

 （２）開催回数について 

区分 体力つくり 食（栄養） 休養 その他 計 

回数 １７６ ６ ７８ ４２ ３０２ 

 

 （３）その他 

 講習会の内容により、年代の特性に適合したプログラムを提供でき

るよう、対象の年代ごとに区分し開催しました。  
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Ⅲ 健康・体力つくりに関する物品の販売（収益目的事業１） 

 国民に対し、法人の公益目的事業の柱である「健康・体力つくり」に関する

物品を販売しました。物品の販売に際しては、「安全で安心できる適正な健康・

運動に関わる商品等」の提供を基本に、購買者の健康・体力づくり活動を側面

から支援するものとしました。 

 販売するための物品の選定に当たっては、その使用目的、使用方法等を法人

の担当セクションにおいて安全面、効果等を十分に精査しました。また、仕入

れに関わる業者等は、特殊性のあるもの等を除き、法人の定める規程に則り、

適正な方法で選定しました。 

 

具体的な販売商品は以下のとおり。 

区分 内  容 

運動衣料 トレーニングウェア、水着、シューズ等 

運動用具 ストレッチマット、トレーニング器具等 

摂 取 品 サプリメント、清涼飲料水、栄養補給食品等 

そ の 他 健康・運動関連書籍、ビデオ等 

 

 

 

Ⅳ その他前号に定める事業に関連する事業（収益目的事業２） 

  

１．各種運動教室事業 

 「健康・体力つくり」活動拠点において、健康・体力つくり活動拠点（公２

に関連）における公益目的事業利用時間帯以外を活用し、公益目的事業の利用

時間の妨げにならない範囲で運動教室事業を行いました。 

 

２．その他事業 

 各種運動教室事業以外に必要な収益事業を行いました。 

 

上記１、２の内容は以下のとおり。 

セクション 教室 内 容（対象） 

アクア 水泳教室 
ベビー、幼児、学童、成人、高齢者を対象

とした教室 

フィットネス スタジオ教室 
子どもから成人・高齢者を対象とした、た

いそう、ストレッチ運動教室 

 

 


